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熊本市マンション管理適正化推進計画の素案の報告

1-1 子育てしやすい住まいの確保

1-2 高齢者等が安心して暮らせる住まいの確保

1-3 住宅確保用配慮者への支援の充実

1-4 市営住宅の適正管理・適用

2-1 住宅の耐震化の促進

2-2 災害に強い住宅づくりや防災意識の啓発

2-3 空き家の適正管理と活用促進

3-1 良質な住まいの普及啓発

3-2 住まいの改善による質の向上

3-3 住宅の適切な維持管理の促進

3-4 マンションの適正管理の促進

4-1 既存住宅の流通促進

4-2 住まい・暮らしの省エネ対策等の普及啓発

5-1 住まいに関する知識の普及や相談体制の充実

5-2 住宅関連産業の技術力の向上やＤＸの推進

5-3 地域コミュニティ活動の活性化

5-4 移住・定住の促進

5-5 安心・快適な住環境の形成

施 策

１．誰もが心豊かに暮らせる「安心な住まいの確保」

２．災害への備えや空き家対策による「安全な住まいの実現」

３．住まいの水準向上や適切な維持管理による「良質な住まいの実現」

４．2050年カーボンニュートラルに向けた「持続可能な住まいの実現」

５．「豊かな住生活を支える住環境の向上」
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人口減少・少子高齢化社会に対応するため、子育てしやすい住まい
や高齢者等に配慮した住まいの確保とともに、低額所得者や被災者、
外国人等の住宅確保要配慮者が安心して住まいを確保できる環境づ
くりや、安心して生活できる居住支援の充実を目指します。

熊本地震の教訓を踏まえ、住宅の耐震化や日常的な災害の備え、防
災意識の向上に取り組むとともに、適切に維持管理されない空き家
の発生を防ぐ取組等により、住まいの安全性の向上を目指します。

戸建住宅、賃貸住宅、マンション等、住まいに長く快適に住み続け
るために、新築やリフォームによる住宅の質の向上を推進します。
また、住まいに応じた適切な維持管理を周知・啓発する等、住まい
の水準の維持・向上を目指します。

社会的な課題である2050年カーボンニュートラルの実現に向け、住
まいや暮らしの省エネ化を目指すとともに、住宅を長く大切に活用
できるような取組を推進し、持続可能な社会の実現に貢献する住ま
いの普及を目指します。

熊本への半導体企業等の進出による一部地域の人口増加や既に居住
している人が住み続けられるよう、住生活に関わる情報や知識が得
られる環境をつくるとともに、地域コミュニティの充実、生活利便
性の向上等に取り組み、市民の豊かな住生活を支える住環境の向上

を目指します。
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マンションの管理適正化の推進

住生活基本計画での位置付け

計画期間
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基本方針Ⅰ

実態の把握

施策の方向性Ⅰ-1 管理組合と熊本市のネットワークの構築

施策の方向性Ⅰ-2 関係団体と熊本市のネットワークの構築

施策の方向性Ⅰ-3 ネットワークを活用した実態調査など

基本理念
～管理組合、関係団体、行政の連携で進める～

「管理組合の自主自立によるマンション管理適正化の実現」

基本方針Ⅱ

管理運営に対する
意識の向上

施策の方向性Ⅱ-1 意識向上を目指した啓発活動の実施

施策の方向性Ⅱ-2 管理状況に合わせた啓発活動の実施

施策の方向性Ⅱ-3 円滑な合意形成に向けたコミュニティ形成の促進

基本方針Ⅲ

管理適正化の促進

施策の方向性Ⅲ-1 管理適正化に向けた相談体制の充実

施策の方向性Ⅲ-2 管理状況に合わせた効果的な支援の実施

施策の方向性Ⅲ-3 認定制度を活用した管理適正化の促進
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２つの老い居住者の

高齢化

建物の

高経年化
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マンション特有の２つの問題

合意形成
の難しさ

区分所有

建物

専門知識

多額の工事費

国土交通省

区分所有法の
見直し

マンション政策の
あり方検討

法務省

国の動向 管理や修繕、再生のための施策を総合的に検討
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１期計画
総会未開催

管理規約未制定

管理費・修繕積立金等の経理未区分

長期修繕計画未作成

108
管理組合

２期計画 104
管理組合

9％

36％
50％

令和6年（2024年） 令和16年（2034年） 令和26年（2044年）

築40年以上のマンションの増加

要支援マンション

高経年マンション

熊本市のマンション

/721

/743



実態調査 深掘調査

調査目的
• マンション施策の構築
• 計画の成果指標の検証と改定の基礎資料とする

• 具体的な困りごとの抽出
• 管理不全状態の把握による支援優先度の整理
• ニーズに適した支援施策の立案

調査期間
令和6年（2024年）３月 ～ 令和6年（2024年）９月末

（約７ヶ月）
令和6年（2024年）5月 ～ 令和6年（2024年）10月末

（約6ヶ月間）

調査対象 743管理組合

(令和5年度当初に住宅政策課で把握済のもの)
142管理組合

(要支援108管理組合、要支援以外の築40年以上34管理組合)

回答率
(実施率)

約50％（371/743管理組合）

100％
外観、ヒアリング共実施・・約81.7％（116/142管理組合）
外観のみ実施・・・・・・・約18.3％（26/142管理組合）

調査方法

管理組合へ郵送調査法により調査を行い、一次締め切りまで
に回答がない管理組合へは電話調査法による調査と、Web調
査を行う。調査票は選択肢回答法を採用。管理会社、関係団
体へ調査票を送付のうえ協力を依頼する

熊本県マンション管理士会所属のマンション管理士により、
現地訪問による外観調査と、管理組合役員等へのヒアリング
調査。

調査項目
管理形態/管理規約/総会等の運営状況/長期修繕計画/
修繕積立金 等

【外観調査】
目視による建物の劣化状況や周辺への影響の確認 等

【ヒアリング調査】
管理規約/総会等の運営状況/長期修繕計画/経理区分 等
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実態調査、深掘調査



項目
基準値
（Ｒ４年度）

目標値
（Ｒ６年度）

1期検証値
(R6.10)

達成状況

① 管理組合登録制度の登録率 － 80％ 80％ 達成

② 実態調査回答数 449件 580件 ３71件（50％） 未達成

③
総会未開催の管理組合数

※要支援マンション
5組合 概ね解消 ４組合 未達成

④
管理規約未制定の管理組合数

※要支援マンション
9組合 概ね解消 4組合 未達成

⑤
管理費・修繕積立金等経理未区分の管理組合数

※要支援マンション
21組合 10組合 １３組合 未達成

⑥
長期修繕計画未作成の管理組合数

※要支援マンション
101組合 50組合 53組合 未達成

⑦
25年以上の長期修繕計画に基づき

修繕積立金を設定している管理組合の割合
－ 65％ 28％ 未達成

⑧ 区分所有者名簿を整備している管理組合の割合 91％ 上昇 71％ 未達成

⑨ 入居者名簿を整備している管理組合の割合 87％ 上昇 62％ 未達成

⑩ 管理計画の認定を取得する管理組合数 － 10組合 15組合 達成

4

5

3２期計画

１期計画

③総会未開催の管理組合数

R3実態調査 R5実態調査

7

4

9

２期計画

１期計画

④管理規約未制定の管理組合数

R3実態調査 R5実態調査

13

21

7２期計画

１期計画

⑤管理費・修繕積立金経理未区分の管理組合数

R3実態調査 R5実態調査

20

53

101

48２期計画

１期計画

⑥長期修繕計画未作成の管理組合数 

R3実態調査 R5実態調査

101

※743管理組合
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※721管理組合
１期計画の成果指標検証

（105/371）

（371/743）

／5

（592/743）

（262/371）

（227/371）

2期基準値
(R6.10)

80％

50％

7組合

4組合

20組合

101組合

28％

71％

62％

15組合

／9

／21

／101

／743
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1. ネットワークの構築ができていない管理組合への訪問等の実施【継続】

2. 管理組合の登録制度の充実【継続】

3. 関係団体への連携の呼びかけ【継続】

4. 関係団体との情報共有や意見交換の場の設置【継続】

5. 支援団体設立【継続】

6. 管理組合や関係団体とのネットワークを活かした調査の実施【継続】

7. 要支援マンション・高経年マンションの実態の把握【拡充】

8. 関係団体と連携した調査結果の分析【継続】

9. 管理組合への啓発活動の実施 【継続】

10. マンション購入予定者等への啓発活動の実施【継続】

11. 管理組合のニーズに応じた啓発活動の実施【継続】

12.要支援マンション・高経年マンションに対する啓発活動の実施【拡充】

13. 居住環境整備の促進【継続】

14. 管理組合のコミュニティ形成の促進【継続】

15. 地域コミュニティ形成の促進【継続】

16. 支援団体による相談窓口の構築【継続】

17. 専門家等の助力【継続】

18. 管理組合のニーズに応じた支援の実施【継続】

19.要支援マンション・高経年マンションに対する支援の実施【拡充】

20. 管理組合に向けた認定制度周知【継続】

21. 市場に向けた認定制度周知【継続】

22. 管理計画作成支援【継続】
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要支援

マンション

高経年

マンション

要支援かつ
高経年

マンション

熊本市内のマンション

具体的施策７，１２，１９

具体的施策



項目
基準値
（Ｒ６年度）

目標値
（Ｒ１３年度）

算出方法 目標値設定の考え方

① 管理組合登録制度の登録率 80％ 80％
管理組合登録制度に登録した

管理組合の数

構築したネットワークが途切れないように登録率を維持する

もの

② 実態調査回答率 50% 80% 熊本市マンション実態調査
管理組合登録制度に登録済みの全ての管理組合からの

回答を得るもの

③
総会未開催の管理組合数

※要支援マンション
7組合 概ね解消 熊本市マンション実態調査 等

早急に解決すべきであり、解消を目指すもの

④
管理規約未制定の管理組合数

※要支援マンション
4組合 概ね解消 熊本市マンション実態調査 等

⑤
管理費・修繕積立金等の経理未区分の管理組合数

※要支援マンション
20組合 10組合 熊本市マンション実態調査 等

基準値の50％を目指すもの

⑥
長期修繕計画未作成の管理組合数

※要支援マンション
101組合 50組合 熊本市マンション実態調査 等

⑦
25年以上の長期修繕計画に基づき

修繕積立金を設定している管理組合の割合
28％ 75％ 熊本市マンション実態調査

国土交通省の住生活基本計画（全国計画）の、令和12年度の

目標値75％を目指すもの

⑧ 区分所有者名簿を整備している管理組合の割合 71％ 86％ 熊本市マンション実態調査
国土交通省のマンション総合調査の、令和5年度の全国平均

を目指すもの

⑨ 入居者名簿を整備している管理組合の割合 62％ 83％ 熊本市マンション実態調査

⑩ 管理計画の認定を取得する管理組合数 15組合 50組合
法第5条の3に基づく

認定を取得した管理組合の数

令和4年度～令和6年度における認定数（5件/年）を維持する
もの

2025年度
（令和７年度）

2026年度
（令和８年度）

2027年度
（令和９年度）

2028年度
（令和１０年度）

2029年度
（令和１１年度）

2030年度
（令和１２年度）

2031年度
（令和１３年度）

マンション管理適正化推進計画 ●中間検証 ← 改定 →

R12実態調査R9実態調査
R10マンション
総合調査

住生活基本計画
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２期計画の成果指標

今後の検証
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